資料A
東電福島原発事故で明らかになった地震と津波問題

　　　［１］津波に完全に耐える原発防波堤は不可能

　　　［２］予測不能な津波堆積物（船、テトラポット、津波石等）に耐える原発は無い

　　　［３］津波は防波堤に衝突すると１．５倍の高さとなることを想定せよ

　　　［４］全原発の基準津波の遡上高は４３mに設定せよ

　　　［５］全原発の基準地震動を2300ガルに設定せよ

　　　［６］活断層の年代の定義には第四紀（約200万年前）を用いるべき

　　　［７］耐震指針の見直しは津波だけでなく地震動が必須だ

　　　［８］日本もしくは世界最大の揺れ、地盤変形、津波等を耐震指針で想定すべき

　　　［９］原発の寿命は４０年を超えてはならない

　　　［１０］原発敷地に活断層がある場合の立地を不可とすべし

上記１０項目を新聞記事・雑誌・書籍等から筆者が抽出した。以下個別に内容説明を行う。

文中の■（黒四角）は筆者のコメントの部分とする。

［１］津波に完全に耐える原発防波堤は不可能

津波に耐えられる防波堤は無い、よって原発防護のための防波堤も無意味である。

＜東日本大震災の教訓(日経BP社刊) 土木編(2011年6月27日刊)※＞【記事01】
　釜石の防波堤は世界最大水深でギネスに登録されるほどであったが、防波堤を作るケーソンはほとんど移動し、最大１万6000トンの深部の大型ケーソンまでも津波で動いていた。

※以下「東日本大震災の教訓」(日経BP社)と略す。

＜東奥日報2012年２月28日　大震災大津波の威力　「明治三陸」の２．５倍＞【記事02】
　破壊された釜石の防波堤の空中写真【記事03】
＜「東日本大震災の教訓」(日経BP社)　破壊された南三陸町の防潮堤＞

　破壊された南三陸町の防潮堤【記事04】
　福島第一の防波堤も破壊されていた【記事05】
［２］予測不能な津波堆積物（船、テトラポット、津波石等）に耐える原発は無い

津波堆積物（船、テトラポット、津波石等）による破壊力は予測不能、

よって原発防護のための防波堤は無意味

＜「東日本大震災の教訓」(日経BP社)　防潮堤に突き刺さる大型貨物船＞

　防潮堤に突き刺さる大型貨物船（アジアシンフォニー）【記事06】
　アジアシンフォニー（4724トン(※)）をクレーンで持ち上げた写真【記事07】

HYPERLINK "http://jishinga.com/kiji_database/2011_10_20/photo02.html"
【記事08】※２

　　■船首上部にもどこかに衝突してあいた大穴がある

※：この場合のトン数は積める荷物の重さの意味、もし、荷物を完全に積んだなら、4724トン＋船そのものの重さが船全体の重量となる。

※２：（http://webcache.googleusercontent.com/search?q=cache:mZ_epWr2lj8J:cadatte-kamaishi.com/%3Fp%3D8777+&cd=4&hl=ja&ct=clnk&gl=jp）から

＜東奥日報 2012年７月10日　茶色いしぶき　構内のむ濁流　福島第１の新たな写真＞【記事09】
　■福島第一原発で難を逃れた重油タンカー【記事10】が沖合に浮かんでいる。もし、津波が夜の場合とか、燃料入れ替えで動けない状態だったりとか、ほんの少し条件が変わっていたら、こ重油タンカーが原発サイト内に乗り上げ、破損した船から漏れ出た重油で火の海となっていたやもしれない。＜東日本大震災の教訓＞にも重油タンカー【記事05】の姿がある。

＜東奥日報　2011年11月24日　津波の爪痕まざまざ　宮古　推定140トン、450ｍ移動＞【記事11】
　■津波石のカラー写真【記事12】を見ると、石の後方にテトラポットと水門が見える

　■地図（大）【記事13】を見ると、摂待駅（三陸鉄道北リアス線）が最寄り駅であることがわかる。より拡大した図を示す地図（小）【記事14】。赤丸から青丸へ４５０m移動した。赤丸の所に記事にあった水門の記号がある。

＜東奥日報　2012年２月5日　宮古の津波　秒速８ｍか　運ばれた岩に着目＞【記事15】
　■この津波石が移動するための津波速度は秒速８ｍ、時速換算で約３０キロとなる。という分析結果を筑波大と千葉工業大学の研究グループがまとめている。この記事によると、この津波石の約３倍の重さである約４６０トンのコンクリート片もあったという。こんなものが秒速８ｍで動いて耐えられる構造物などないであろう。

＜東奥日報　2012年５月22日　津波石は大災害の証人　世界初、「繰り返し」証明＞【記事16】
　■世界最大とみられる津波石があった。沖縄・宮古島の下地島（しもじしま）の崖の頂上（標高１２．５メートル）にその津波石がある。高さ約１１．５メートル、周囲約６０メートル、推定重量約５０００ｔである。宮古の津波石は約１４０ｔであるから、約３６倍となる。かつ、標高１２．５メートルのところまで持ち上げていることから、東日本大震災の津波を上回る大変な津波であった。１７７１年の先島諸島を襲った明和の大津波ではないかとの話である。

　■その新聞に掲載されていたカラー写真【記事17】である。左下隅にいる人間と比較して欲しい。こんなものが原発にぶつかったならと考えると・・・。話は多少飛躍するが、沖縄電力に原発が無いのは、ひょっとして、この津波石を日常的に見ていたためかも、と考えてしまう。前述の宮古の津波石は地権者の希望で撤去されてしまったらしい。こういったも過去の津波の証拠を残しておけば、少なくとも未来の人は、その地に原発など建てる気にはならないと思うのだが。

＜東奥日報 2011年12月３日 八戸港の水深 津波で変化 防波堤先端１５メートル深く＞【記事18】
　■津波の力は本当に凄まじい、八戸港で１５mも海底を掘削していたという。今回の津波ではまだ津波が比較的弱かった八戸ですらこうであるから、岩手県、宮城県、福島県では、もっと深く掘削されていたことだろう。この件で真っ先に懸念されるのが浜岡原発の防波堤だ。中部電力は目の前の砂丘が防波堤となると言うが、このように津波は１５m程度は簡単に掘削してしまう、掘削した砂はどこへ行くか、当然、防波堤と砂丘のあいだに堆積する。その次にくる第２波では、滑り台のようになった海岸を津波が襲い、原発の敷地内へ入っていくことが想像される。

,＜「東日本大震災の教訓」(日経BP社)  ４階建てビルが転倒＞

　宮城県女川町では、漁港岸壁から約６０m内陸の４階建ビルが転倒していた。写真【記事19】有り。

　■原発建屋がこのような津波にあった場合に果たして倒れずにすむのだろうか、仮に建屋が倒壊しなくても、敷地内の建物は全て倒壊し、建屋だけ丸裸という惨状が姿が想像される。

＜「特別報道写真集　東日本大震災」（共同通信社）　津波前と後の空中写真＞

　宮古の写真【記事20】、南三陸町の写真【記事21】を示す。

　■津波がまさに根こそぎに地表をなぎ払ったようだ。津波の勢いだけで、ここまではならないように思える。津波の濁流中にある、船、車、テトラポット、防波堤のかけら、防風林、津波石、倒壊して浮いた家屋等の建築物等々が、ここまで根こそぎな状態をもたらしたと推測される。原発がこのような津波を受けたとき、建屋以外、根こそぎの姿になるのではと心配が募る。

［３］津波は防波堤に衝突すると１．５倍の高さとなることを想定せよ

＜津波災害(2010) 津波高さが防波堤と同じなら、１．５倍の高さで防波堤を乗り越える＞【記事22】
　津波は同じ高さの防波堤の約１．５倍の高さに盛り上がり、海岸護岸を容易に乗り越える。文章の拡大図【記事23】を示す。河田恵昭（かわたよしあき）氏が「津波災害」（岩波新書）で2010年に主張した。

　■そうであるならば、各原発で、基準津波を想定して、その高さに１．５倍したものを想定しなければならないはずであるが、そうはなっていない。

＜福井新聞　2012年12月21日 中部電 津波最大１９ｍ想定 浜岡防潮堤４メートル上げ＞【記事24】
　浜岡原発では、政府（内閣府）が公表した想定最大津波高１９メートルがきた場合でも、現在の防潮堤の高さを１８メートルから４メートルかさ上げして、２２メートルあれば、防潮堤を超えてくることはないとしている。

　■けれども、津波高さは堤防にぶつかるとその１．５倍まであがるという河田説をとると、１９×１．５＝２８．５メートルとなり、２２メートルでも足りない結果となる。河田氏は、「南海トラフ巨大地震対策検討ワーキンググループ」の主査でもあるので、河田説を無視したかのような、津波の高さの想定は独断であり、何の根拠も無いものである。

［４］全原発の基準津波の遡上高は４３mに設定せよ

＜東奥日報　2012年３月１日 宮城沖・笠貝島 津波遡上高４３Mか 震災最大の可能性＞【記事25】
　■今回の津波の最大遡上高は４３ｍであるという。今後、今回のような津波でも、過酷事故を起こさないということであるなら、この値を基準として、対策を取らなければならない。原発サイト全体の敷地の高さを４３mとするぐらいのことが必要だ。

＜東奥日報　2012年３月１日　原発ごとに最大津波対策＞【記事26】
　■４３M遡上高の記事と同じ日の記事に原子力安全委員会が原子力規制委員会に耐震指針を引き継ぐ際の津波の対応策を発表している。これによると、津波の対策を義務付けるとしている。今までの耐震指針はバックチェックであったから、今後は対策を義務とするバックフィットに変更しようということは、多少改善したようだ。だが、もうひとつの原発ごとに最大津波をというのは良くない。地震学を防災に適用するには、まだ未熟である現段階で、津波の高さを精度よく、予測することが出来るはずがない。東日本大震災と同等の津波に耐える原発にしようというなら、全ての原発に対して、津波遡上高４３Mの津波を基準とすべきだ。

［５］全原発の基準地震動を2300ガルに設定せよ

基準地震動は柏崎刈羽１～４号で設定した2300ガルを全原発に設定すべきだ

　広瀬隆さんの2011年10月15日青森講演の際の資料【記事27】を見ると、柏崎刈羽1から４の2300ガルの突出が目立つ。すべての原発は柏崎刈羽と同様に海岸に立地しているのであるから、柏崎刈羽の地盤だけが特別とは考えにくい。柏崎刈羽原発は立地の事前調査の際には、そのような特殊な地盤を見抜けず、地震が起きた際の振動を測定、解釈して、特殊な地盤としたわけである。その事情は他の原発でも同様で、地震が起きて始めてわかる、特殊な地盤であるなら、事前の審査をいくらやってもわかるはずもないので、全原発は柏崎刈羽原発と同じ2300ガルを基準地震動の加速度とすべきだ。

［６］活断層の年代の定義には第四紀（約200万年前）を用いるべき

活断層の年代問題は本来の定義に立ち返って第四紀(200万年前)を基準とすべき

　「地震と断層」(1994)（島崎邦彦　松田時彦）という書籍のp.32～33にかけて、活断層の年代の話があり、そこでは第四紀と定義しても構わないと語っている。この本の著者が、現原子力規制委員会の委員長代理である島崎邦彦氏である点が重要である。年代のことを記載した部分を以下に抜粋する。下線は筆者。

（前略）

　さきに，断層変位量の累積性について述べたが，そのような性質が間違いなく適用できるのは，少なくとも日本の活断層では，過去数十万年かせいぜい百万年程度以降の時代（つまり第四紀あるいはその後期）である．それ以前には少なくとも現在と同じようには動いていなかった．したがって，上述の活断層の定義のなかの「最近の地質時代」という言葉は，具体的には第四紀あるいはその後期のことと思ってよい．その頃から，日本列島が現在のような「地震の国」になったのである．

（後略）

　■「新編日本の活断層」(1992)の解説書である「日本の活断層図」[地図と解説]の中では、以下のように定義されている。年代は研究者によって相違があり、ここでは約200万年前から現在までに動いた断層を活断層としている。下線は筆者。

（前略）

　その判断の目安になる第一のことは、近い過去にくりかえし活動したかどうかである。近い過去とは一口にいっても、それを何万年前まで遡らせるべきであるかは、研究者によって多少の相違がある。約50万年前、約100万年前などの意見もあるが、ここでは、地質時代の区切りである第四紀、つまり約200万年前から現在までの間に動いたとみなされる断層を活断層として扱った。
（後略）

　■以下は2002年検定の高校の地学の教科書（数研出版）である。活断層の年代の定義の部分があった。ここでの第四紀は175万年、約180万年前の意味で使われている。下線は筆者。

（前略）

Ｃ　地震にともなう地殻の変動

　地下にある断層が動くときや、新しく断層が出来る時に、地震が発生する。第四紀に動いたことのある断層で、今後も動く見こみのある断層を活断層という。
（後略）

　■以上のことから、たとえ、規制委員会で、島崎氏が活断層の定義を４０万年前と言ったとしても、それはあくまでも島崎説ということである。よって、万が一にも事故があってはならない原発を動かすのであれば、本来の活断層の定義に立ち返って、約200万年前を基準とすべきである。

［７］耐震指針の見直しは津波だけでなく地震動が必須だ

福島第一で設計を上回る揺れを観測したのであるから

＜朝日新聞 2011年９月30日 保安院が初の評価 原発の重要機能 地震で損失せず＞【記事28】
　■福島第一原発で設計を上回る揺れを観測したことから、2006年に策定された原発の新耐震指針は、基準地震動選定の部分に瑕疵があったのであるから。耐震指針は津波のことだけではなく、地震動の部分も見直さくてはならない。今回、百歩譲って、地震の揺れでは重要機器が機能を損なわれなかったとしても、小さなひび割れ等の損傷はあり、その後の事故の進展の中で、事故を加速させていたかもしれない。

＜東奥日報　2011年11月20日 ２号機圧力抑制プール 地震で損傷か 専門家解析＞【記事29】
＜東京新聞　2011年10月27日　元技術者ら東電報告書批判　地震で配管破損の可能性＞【記事30】
　元原発技術者（田中三彦氏、渡部淳雄氏、後藤政志氏）らが、地震で非常用復水器（IC）系の配管が破損した可能性を指摘

＜東奥日報　2011年11月3日　石橋克彦　ストレステスト　前提の耐震設計に甘さ＞【記事31】
　石橋克彦氏が改訂指針と耐震バックチェック全般に欠陥があることは確実と指摘

＜東京新聞　2011年12月15日 保安院解析 1号機配管 地震で亀裂の可能性＞【記事32】
＜東奥日報　2011年12月19日　政府事故調　津波前に機器損傷の可能性＞【記事33】
　■政府事故調も中間報告では津波前に機器損傷の可能性を指摘していた。

＜東京新聞　2012年2月25日 事故原因めぐり 保安院一転 「地震説」調査を約束＞【記事34】
＜東京新聞　2012年４月2日 保安院 野田首相会合の資料で地震説を封印か＞【記事35】
　■野田首相等三閣僚の初会合の席の説明資料で地震説を封印した。2月には調査を約束していたはずなのだが。

＜東奥日報　2012年７月６日 国会原発事故調報告書 政府や民間より厳しく＞【記事36】
　国会事故調は地震の影響について、重要機器への損傷がないとは言えない。特に１号機は損傷の可能性を否定できないとした。四つの事故調の比較表【記事37】示す。

＜東京新聞　2012年7月23日 政府事故調最終報告「地震で損傷」否定＞【記事38】
　■政府事故調は中間報告では機器損傷の可能性を指摘していたのに最終報告で否定となった。

＜東奥日報　2013年３月28日 規制委が事故原因検証＞【記事39】
　■原子力規制委が事故原因検証を来月（４月）から検討会の初会合、事故から2年以上経ってから、原因検証とは。

＜東奥日報　2013年６月18日 １号機の出水「地震で配管損傷」規制委否定＞【記事40】
［８］日本もしくは世界最大の揺れ、地盤変形、津波等を耐震指針で想定すべき

　■政府の地震調査研究推進本部が発表する大地震の「長期評価」は今回の東日本大震災で全く当てにならないことが分かった。すなわち、ある場所でどの程度の規模の地震が、どのような確率で起きるのかという予測はできない。このような未熟な地震学であっても、仮に原発の審査に適用するなら、立地場所によらず、最大の揺れ、最大の地盤変形、最大の津波を考える。そして、内陸直下型地震の想定なら、M8.0の濃尾平野、プレート境界型地震なら、考えるうる最大のM10クラスを全原発に想定すべきだ。

＜東奥日報　2011年11月10日　未熟な地震学＞【記事41】
　（略）しかし本当に敗北したのは、まだまだ未熟な地質学を、その実力を超えるレベルで防災に使おうとした企てなのだ。その点を検証し、改めていく必要がある。（略）

　現在は長期評価と同様、個々の原発で周辺の活断層などを調べ、将来起こり得る地震を想定する。だが、、その予測が当たる保証はない。それが地震学の今の実力なのだ。

　今回の原発事故の最大の教訓は「原発は最悪の事態に備えなければならない」ということだ。立地場所によらず、最大の揺れ、最大の地盤変形、最大の津波を全国一律で定めるのが基本だろう。

＜生活者通信　2011年6月号 島村英紀 つまみ食いで利用される地震学＞【記事42】
　■島村英紀さんがあてにならないことが分かったはずの政府の地震確率（将来の地震確率が30年以内に８７％と高い）をもとに浜岡原発を停止する決定をした管首相（当時）を地震学をつまみ食いで利用したと批判。

＜東奥日報　2011年10月16日 震災想定できず研究者「負い目」 静岡で特別シンポ＞【記事43】
　東北大学の松沢暢（まつざわ とる）教授がＭ１０の可能性も否定せずに検討が必要と語る。

＜東奥日報　2012年12月１日地球最大地震はM10 起きても1万年に１回＞【記事44】
　松沢教授が地震予知連絡会に地球最大地震はＭ１０、1万年に１回と報告。

＜朝日新聞　2011年10月18日　揺らぐ地震学 予知予算_乏しい成果＞【記事45】
　元地震予知連会長の茂木清夫氏が長期評価を「役立たないわけではないが、あまり信用しない方がいい」と語る。

＜科学　Jun.2012　地震の予測と対策＞【記事46】
　岡田義光（防災科学技術研究所理事長）は日本のような地殻変動の激しいところでは、原発は土台無理。纐纈一起（東京大学地震研究所教授）は原発は日本最大か世界最大に備えよと発言。

［９］原発の寿命は４０年を超えてはならない

　■４０年を目途に作っている建屋、原子炉をどんな調査をしようが、すべての配管のひび、鉄筋部分の腐食の有無、コンクリートの破損を調べることを出来るはずがない。４０年前に施工したときのコンクリートの質の問題、海砂を使っていたとか、セメントの濃度が不十分だったかと、疑わしいことだらけである。そして、なにより、全ての原発は、海岸にあるわけであり、もともと金属やコンクリートにとって厳しい環境にさらされている。最近、新幹線のコンクリートのかけらが落ちる事故があるが、原発の場合は万が一にもコンクリートのかけらが落下してはならないのであるから、最低限４０年は守るべきだ。

＜東奥日報　2012年１月6日 政府 原発寿命40年に制限 条件満たせば延長も＞【記事47】
＜中日新聞　2012年１月20日 井野博満氏 原発寿命 廃炉４０年で例外なく＞【記事48】
　保安院が設置した「意見聴取会」のメンバー井野博満氏が廃炉は40年で例外なくと語った。

＜東奥日報　2012年１月24日　原発の新たな安全規制　「４０年で廃炉」明確に＞【記事49】
＜東京新聞　2012年１月26日　政府 原発延長 限定的 寿命４０年強調 例外規定維持＞【記事50】
＜東奥日報　2012年2月21日 細野氏 ４０年超原発「再稼働ない」 敦賀・美浜２基困難に＞【記事51】
＜東奥日報　2012年８月１日 規制委委員長候補田中氏所信で４０年超の原発運転させず＞【記事52】
＜東京新聞 2013年2月28日 規制委資料に「運転期間延長認可制度」 あたかも寿命60年＞【記事53】
＜毎日新聞　2013年3月13日 社説 原発40年で廃炉 原則を骨抜きにするな＞【記事54】
　規制委は４０年延長の基準作りを規制委と事務局の内部作業で行うという。議論は非公開となり、透明性が疑われる。

＜東京新聞　2013年４月４日 特別点検すれば最長20年延長 危うい４０年廃炉＞【記事55】
［１０］原発敷地に活断層がある場合の立地を不可とすべし

　■仮に原子炉建屋直下に断層が無いにせよ、断層面が敷地直下にある場合は、通常の耐震設計は震源が近すぎて計算不可である問題点、敷地そのもののが傾いた場合に制御棒がきちんと入るのか。また、震源が近いので、仮に秒速約４kmのS波が、原発建屋から８kmの位置の震源から発生した場合に、２秒しか猶予がない。その猶予の間に、地震計が反応する時間＋制御棒が入る切る時間が入るか疑わしい。そして、揺れている最中に果たして制御棒が入るかという問題もある。

＜東奥日報　2012年８月２日 保安院 新基準を検討 原発直下断層 運転一律禁止せず＞【記事56】
　保安院、原発直下断層でも運転一律禁止せずに弱面の場合はずれの量を予測し、原子炉建屋への影響を評価する。

原子力規制委を地震と津波問題から検証
原子力規制委員会関連の新聞報道
＜東奥日報　2012年１月25日　４月発足新組織 名称 原子力規制庁に＞　【記事57】
　政府は2012年１月24日に４月の発足を目指す新たな規制組織の名称を「原子力規制庁」とすることに決めた。これまでは「原子力安全庁」とする方向で進めてきたが、与党・民主党の意見で変更した。

＜中日新聞　2012年3月28日 原子力規制委 呼び方変更 安全基準から規制基準＞　【記事58】
　原子力規制委員会の田中俊一委員長は2013年３月27日に、規制基準の呼び方を従来の「安全基準」から「規制基準」に改めることを明らかにした。
＜東京新聞　2012年７月27日 規制委人事 ５人提示 来月上旬にも国会採決＞【記事59】

HYPERLINK "http://jishinga.com/kiji_database/2012_07_27/photo02.html"
【記事60】
　政府は2012年７月26日に、内閣府原子力委員会の前委員長代理だった田中俊一氏（６７）、委員に大島賢三氏ら４人を充てる人事案を衆参両院に提示した。田中氏の人選は細野豪志原発事故担当相が主に担当した。田中氏は原子力学会会長や原子力委員長代理を歴任するなど原発推進側にいた。

＜静岡新聞　2012年８月24日 原子力規制委人事案 政府が閣議決定＞　【記事61】
　政府は2012年８月24日に「原子力規制委員会」の５人の人事案を閣議決定。人事案は既に衆参両院議員運営委員会に掲示すみで、国会同意を得るための正式な手続き。

＜東京新聞　2012年９月６日 規制委人事国会素通り 原発監視はや「骨抜き」＞　【記事62】
　政府・民主党は2012年９月５日、「原子力規制委員会」の国会同意人事に関し、今国会では採決せず、野田佳彦首相の権限で例外規定を適用して、任命する方針を固めた。

＜東奥日報　2012年９月20日 原子力規制委員会初会合 年内の原発再稼働困難＞　【記事63】
　原子力規制委員会が2012年９月19日に初会合。

＜東奥日報　2012年９月20日 原子力規制委員会の初代委員長に就任 田中俊一＞　【記事64】
　（田中俊一氏は）就任直前に福島原発の事故現場を初めてみた。「言葉にならないものを感じた。（収束作業は）事業者任せでは駄目だ」。

＜福島民友　2012年11月20日 規制委 来年２月までに 原発安全新基準 骨子案 ＞　【記事65】
　原子力規制委員会は2012年11月19日に新たな安全基準の策定に向け検討チームの初会合を開いた。旧原子力安全委員会による現行の原発耐震指針を見直し、来年２月までに新基準の骨子案をまとめ、同７月の策定を目指す。

＜毎日新聞　2013年1月29日 規制委が骨子案 断層上重要施設認めず＞【記事66】
　規制委が2013年１月29日の有識者会合で、地震や津波に対する原発の新たな安全基準の骨子案をまとめた。

＜毎日新聞　2013年２月２日 敦賀・断層調査 原電に原案漏らした名雪審議官を更迭＞【記事67】
　原子力規制委員会は2013年２月１日に、事務局の地震・津波担当の名雪（なゆき）哲夫審議官を敦賀原発の断層調査の報告書原案を、会合前に原電に渡していたとして、訓告処分にしたと発表した。規制委は名雪氏を更迭し、2013年２月１日に出身の文部科学省に出向させた。

＜東奥日報　2013年２月15日 原子力規制委 参院も同意 田中委員長ら正式承認＞【記事68】
　原子力規制委員会の田中俊一委員長と４委員ら政府が既に任命済みの国会同意人事は2013年２月15日の参院本会議で承認された。衆院は14日に同意しており、人事は正式承認。参院本会議で、社民、共産両党のみが反対したが、他党（自民、公明、民主等）賛成して可決した。

＜赤旗　2013年３月14日 規制委 原発の新基準修正案了承 意見公募後も変えず＞【記事69】
　原子力規制委員会の専門家チームの会合が2013年３月13日開かれ、地震や津波に対する意見公募（パブリックコメント）の修正案をほぼ了承。活断層の定義など多数の意見が寄せられましたが、骨子案の大筋は変化なし。意見公募は２月７日から28日まで実施され、1541件の意見が寄せられた。

＜東奥日報　2013年３月20日 7月施工 原発新安全基準 規制委 大飯原発停止求めず＞【記事70】
　原子力規制委員会は2013年３月19日の定例会合で、７月に施工される原発の新しい安全基準の導入に向けた基本方針をまとめた。大飯原発が新安全基準に適合しているか、４月以降、事前に確認するが、田中委員長は安全上問題がなければ、９月までの運転継続を容認する考えを示した。
原子力規制委員会の簡単な経過

２０１２年０１月２４日　政府は規制組織の名称を「原子力規制庁」と決定

２０１２年０３月２７日　従来の「安全基準」から「規制基準」に改める

２０１２年０６月１９日　新規制基準を正式決定

２０１２年０７月０１日　＜＜　大飯原発再稼働　＞＞

２０１２年０７月０８日　新規制基準を施行

２０１２年０７月２６日　規制委員会人事５人掲示

２０１２年０８月２４日　人事案を政府が閣議決定

２０１２年０９月０５日　野田首相が例外規定適用で規制委人事を国会で採決せず

２０１２年０９月１９日　原子力規制委員会発足

２０１２年１１月１９日　2013年２月までに骨子案、2013年７月の策定を目指す

２０１２年１２月１６日　＜＜　衆院選挙で民主から自民・公明の連立政権へ　＞＞

２０１３年０１月２９日　地震や津波に対する安全基準の骨子をまとめた

２０１３年０２月０１日　原電に原案漏らしで名雪審議官を更迭

２０１３年０２月１５日　田中委員長ら衆参両議院で承認

２０１３年０３月１４日　地震と津波関連のパブリックコメントでも大筋は変化なし

２０１３年０３月１９日　規制委は大飯原発停止求めず

２０１３年０６月１７日　規制委 地震で配管損傷否定

新規制基準を検証
＜東奥日報 2012年10日4日 規制委 原発断層審査より厳格に 「動いたか」で評価＞　【記事71】
　島崎氏が保安院は断層のズレの大きさを安全性判断の材料としていたが、ずれの大きさの正確な予測は難しいためこれを採用せず、断層が１３～１２万年前に動いたかどうかで評価すると語る。

　■島崎氏は当初から１３～１２年前と言っており、会議の中で４０万年前と定義すべきという主張をかわしていたのが、納得できる。島崎氏の本来の持論は１３～１２年前なのであろう。だが、やはり、こういった専門家間で意見が分かれるものは、安全側にたって判断すべきで、高校教科書にも掲載されている第四紀（約200万年前）と定義すべきだ。

　島崎氏は2006年に改訂した現行の原発耐震指針については、全面的に見直し、来年３月末までに改定案をまとめたいとした。

　■2001年７月から2006年まで48回の会合を経て、2006年９月に「新指針」が決定された。あしかけ６年かけて、バックチェックという不完全な形でありながら、一応決着した。それなのに、、これを全面的に見直すのに半年程度しかかけないとは。当初からスケジュールありきの、抜け穴だらけの改定案しか作る気がないことがわかる。

＜東奥日報 2012年10月24日 原子力規制委 新方針 活断層は「４０万年前以降」＞　【記事72】
　島崎委員長代理は2012年10月23日の大飯原発調査団の初会合後、現在の原発耐震指針では１３万～１２万年前以降に活動した断層を活断層としているが、これを４０万年前以降とする。

　■10月4日の新聞記事では１３～１２年前と語っていたのに、何故、２０日足らずで、年代が3倍以上になるのだろうか。いかにもぶれた発言だ。

＜東奥日報　2012年12月７日　原子力規制庁　再稼働手続き前倒し＞　【記事73】
　■前倒しとかはもちろん論外であるが、記事中で重要なのは、既存原発にも安全基準への適合を義務付ける「バックフィット制度」を導入としている点だ。だが、これも、時間がかかる設備は後回しで良いということを言っていることからも、実質バックチェックの時と変わりない骨抜きの規制である。

＜東奥日報 2013年１月14日 規制委 原発新基準 敷地内断層の扱い 明文化めぐり攻防＞【記事74】
　島崎委員長代理が活断層直上の原子炉などの設置を禁止とすることを明文化することを提案。これに対して、電力中央研究所出身の谷和夫氏は「（断層が）施設にどう影響するのかきちんと計算して、アウトかどうか審査しましょう」（略）、活断層が専門の鈴木康弘氏も「直上に原子炉がある場合、何が起きるか予測するのは無理だ」と指摘、日本建築学会長を務める和田章氏は「断層の上に（原子炉を）わざわざ作る必要はない」とした。

　■当初、島崎氏は耐震指針を全面的に見直すと言っていたが、敷地内に断層がある危険性については議論せず、断層が重要施設直下にある場合のみの危険性の議論に矮小化してしまった。

　津波対策では、原発の敷地の高さを一律に規定するかがポイント。島崎氏や鈴木氏らが福島原発を教訓として「原発敷地の高さは海抜２０メートル以上」などと一律に規定するように求めている。これに対して、釜江克宏京都大学教授（耐震工学）は「地域性も含めて考慮すべきだ」と話し、谷氏も「２０メートルという数字を見ると、ちょっとぎょっとする」と語る。

　■敷地の高さを一律でというのは評価できるが、今回の震災を教訓にするというなら、ここは遡上高４３mを言わなければならないはず。結局のこの一律という考えは最終的にウヤムヤとなってしまった。

　防潮堤の研究に取り組む平石哲也京都大学教授は、敷地の高さだけではなく、防潮堤による浸水対策も認めるよう主張。

　■今回の震災で得られた教訓である津波で壊れない堤防を作ることは実質不可能であることや津波の高さと１．５倍の高さの堤防でなれば、乗り越え、破壊してしまう等のことも議論されることはなかった。

＜東奥日報 2013年１月16日 規制委方針 原発新基準骨子案に「活断層直上禁止」を明記＞【記事75】
　規制委は2013年１月15日、７月施工予定の原発の新安全基準に、地盤をずらす活断層の直上に原子炉など重要な施設を設置してはならないと明文化する方針を決めた。

　■一見規制が強化されたようにも見えるが、単に明文化したというだけで、本質的問題、敷地内に活断層がある場合の危険性の論議を封じてしまったとも言える。

＜東京新聞 2013年1月30日 規制委 活断層の定義後退 消えた「４０万年前」＞【記事76】
　規制委は、当初、活断層は「４０万年前以降の活動が否定できない断層」と定義し、今回の骨子案でも明記される見通しだった。ところが、出てきた案は、基本的には従来通りの「１２万～１３万年前」のまま。上の新しい地層が残っておらず、過去の断層活動がはっきりしない場合に限り「４０万年前以降までさかのぼって地形や地質を調べる」とし、後退とも受け取れる内容だった。

　■結局、島崎氏が当初言っていた持論と思われる１２～１３万年前という定義に戻ったという印象だ。過去の断層活動がはっきりしない場合とはいっても、事業者が恣意的に過去の断層活動ははっきりしていると言ってしまえば、それでいいだけだ。実質４０万年前にさかのぼって調査する事業者はいないであろう。

＜予算委員会 2013年３月12日 田中委員長 日米の活断層年代定義の違い 答弁＞ 

　答弁の全文は【記事77】、答弁の映像（約5分）は【映像】（※）に有る。

※映像を表示するときにはオンラインにしておく必要が有り

■これはたんぽぽ舎のメールマガジン【TMN:No1779】の井端氏の紹介によるものである。井端氏の発言全文は【記事78】に示す。以下は予算委員会の答弁の模様をまとめたものである。

　2013年３月12日に国会の予算委員会で、杉本かずみ氏（みんなの党）が、原発の活断層の年代定義は、国際標準あるいは米国基準では、１８０万年であるのに、日本においては、せいぜい４０万年である。何故、このように国際基準や米国基準と離れた状況にあるのか論拠を述べよと田中委員長に質問。

　これに対して、田中俊一氏は、日本においては日本列島にかかっているストレス、応力が４０万年前からほとんど変わっていないという説に基づいて、４０万年と設定したと説明。国際標準あるいは米国基準はほとんど地盤活動がないところでの定義であり、そういったところでは、百万年、数百万年前を考えてください。そして、「日本のように活発にこういった地盤活動のあるところは、数万年ないしは十万年というところで考えてくださいと。もう少しわかりやすく言いますと、日本は、百万年以上、二百万年も動かない地盤というのはほとんどないということを意味しているということでございます。 」と答えた。（まとめ終了）

　■田中氏のこの発言は、活断層に国境があるわけでもないのに、各国の活断層の年代定義が、国の都合により、恣意的に行われることの証明でもある。そして、田中氏が口が滑ったのかどうかわからないが、「百万年、二百万年も動かない地盤というのはほとんどない」と、活断層の年代定義は２００万年前でも合理性があると言ってしまっている点である。田中委員長が活断層の年代定義の時に自説を話されたなら、ひょっとしたら、活断層の年代定義は２００万年になっていたかもしれない、非常に残念である。

まとめ

　規制委員会の成立ちについて、観望した新聞記事がある。

＜東京新聞　2012年８月14日　原子力ムラの土俵　メディア観望　佐藤圭＞【記事79】
　この中で、小出裕章氏は、福島第一原発事故直後の３月１８日付の紙面で、「経産省から保安院を分離・独立した方がいい」という原発推進派の主張を、「日本が原子力推進の立場を維持する限り、組織をいじっても意味がない」と一蹴した。

　この記事からも、原子力規制委員会はいくら耐震指針を完全に見直すと言っても、原発推進のための基準作りをする組織であることは明白だ。よって、今回筆者が掲げた１０件の地震・津波問題について、原子力規制委員会がほとんど議論を行うことはなかったのは、当然の対応なのだろう。日本という世界で最も変動が激しい島国において、原発立地に適した土地などあるはずはないので、これらの問題をまともに議論したら、どこにも建てる場所など無いという結論になってしまうからだ。

　そして、東電福島原発事故から何一つ学ばずに作られた、やっつけの新規制基準で原発再稼働が進むとしたら、将来、東電福島原発事故レベルが再来するのを免れることは出来ないだろう。

　筆者としては、そもそも日本のような変動が激しい島国に、地震や津波に弱い原発を建てたの間違いであったということを平易な言葉で、伝えて行くことで、微力ながら頑張っていきたい。

了　
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